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（４）譲渡する資産、負債 

譲渡対象事業の施設、設備、機器等の動産・不動産、仕掛品や生産資材在庫の棚卸資産等。なお、譲渡 

する負債はございません。 

 

（５）譲渡価額及び決済方法 

譲渡価額    6,000万円 

決済方法   現金による決済  

 

３．事業譲渡先の概要 

（１） 名称 ベルグアース株式会社 

（２） 所在地  愛媛県宇和島市津島町北灘甲88-1 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山口 一彦 

（４） 事業の内容 野菜苗の生産・販売 

農業資材等の仕入販売 

（５） 資本金 331,494千円 

（６） 設立年月日 2001年１月18日 

（７） 純資産 1,340百万円（2018年 10月 31日現在） 

（８） 総資産 3,731百万円（2018年 10月 31日現在） 

（９） 大株主持分比率 山口 一彦 19.20％、株式会社伊予銀行 4.72％、日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）4.54％ 

（10） 上場会社と当該会社 

との間の関係 

資 本 関 係 当該事項はありません。 

人 的 関 係 当該事項はありません。 

取 引 関 係 営業取引があります。 

関連当事者への該当状況 当該事項はありません。 

 

４．日程 

（１） 取締役会決議日 2019 年５月17 日 

（２） 事業譲渡契約締結日 2019年６月30日（予定） 

（３） 事業譲渡日 2019 年７月１日（予定）  

 

 

５．今後の見通し 

本件による 2019 年５月期の当社連結業績に与える影響については軽微でありますが、今後公表すべき事

項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 
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